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 手続における交渉の有無 無。
 契約書の作成の要否 要。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 一般競争参加資格を有していない者の参加
上記２に掲げる一般競争参加資格を有し
ていない者も上記３により申請書及び資料
を提出することができるが、競争に参加する
ためには、開札の時において、当該資格の認
定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受け
ていなければならない。
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年６月 16 日
契約担当役
国立大学法人高知大学長 受田 浩之

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 39
〇第２号
１ 工事概要等
 品目分類番号 41
 工事名 高知大学（医病）外来診療棟等改
修電気設備工事

 工事場所 高知県南国市岡豊町小蓮 （高
知大学岡豊団地構内）
 工事概要 本工事は病院再開発整備に伴
う、Ａ棟「外来診療棟（ＲＣ３、改修延べ面
積8440）」、Ｂ棟「中央診療棟（ＲＣ４、
改修延べ面積3840）」、Ｃ棟「第一病棟（Ｓ
ＲＣ７、改修延べ面積11940）」の改修電気
設備工事を行うものである。
なお、本工事に関連する建築工事、機械設備
工事は、別途発注される予定である。
 工期 契約締結日の翌日から令和11年２月
28日まで。
 使用する主要な資機材 電灯設備一式、動
力設備一式、受変電設備一式、静止型電源設
備一式、構内情報通信網設備一式、構内交換
設備一式、情報表示設備一式、拡声設備一式、
誘導支援設備一式、テレビ共同受信設備一式、
監視カメラ設備一式、防犯・入退出管理設備
一式、火災報知設備一式、ナースコール設備
一式、中央監視制御設備一式、集中自動検針
設備一式、構内配電線路一式、構内通信線路
一式
 本工事は、工事施工について「ワーク・ラ
イフ・バランス等の推進」並びに「ＶＥ提案
とＶＥ提案に基づく施工計画」及び「工事全
般の施工計画」（以下、「技術提案書」という。）
を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して、落札者を決定する総合評価落札
方式（標準型）を実施する工事である。
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）」に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出並びに入札
等を電子入札システムにより行う。なお、電
子入札システムにより難い者は、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を全て満たしている単体有資格
者（以下「単体」という。）又は次に掲げる条件
を全て満たしている特定建設工事共同企業体

５ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : UKEDA Hiroyuki, Presi‑

dent, Kochi University
 Classification of the services to be pro‑

cured : 41
 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of Building for the outpatient

clinic building etc at Kochi University Med‑

ical School Hospital
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 24 July, 2025
 Time‑limit for the submission of tenders :

2 : 00 P.M. 9 September, 2025 (tenders

brought along : 2 : 00 P.M. 9 September,

2025 or tenders submitted by mail : 2 : 00

P.M. 9 September 2025)
 Contact point for tender documentation :

Facilities Planning Division, Kochi Univer‑

sity, 251 Akebono‑cho Kochi‑shi 780
8520 Japan, TEL 0888448136

（以下「共同企業体」という。）であること。ま
た、共同企業体にあっては、競争参加資格の確
認までに、契約担当役から共同企業体としての
認定を受けていること。
 国立大学法人高知大学契約事務取扱規程第
４条及び第５条の規定に該当しない者である
こと。
 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
をした者又は民事再生法に基づき再生手続開
始の申立てをした者にあっては、手続開始の
決定を受けた後に審査を受けた一般競争参加
者の資格を有する者であること。
 文部科学省において電気工事の一般競争参
加者の資格（会社更生法に基づき更生手続開
始の申立てをした者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てをした者にあっては、
手続開始の決定を受けた後に審査を受けた一
般競争参加者の資格をいう。）を有し、「一般競
争参加者の資格」（平成13年１月６日文部科学
大臣決定）第１章第４条で定めるところによ
り算定した点数（一般競争（指名競争）参加
資格認定通知書の記２の点数）が、950点（共
同企業体の構成員のうち代表者以外の構成員
にあっては、820点）以上であること。
 平成22年度以降に、元請として完成・引渡
しが完了した次の基準を満たす新営又は改修
工事を施工した実績を有すること。（共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が20％
以上の場合のものに限る。）
・単体又は共同企業体の代表者の施工実績
鉄骨造又は鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造で地上２階建以上かつ延
床面積が、1900以上の病院、校舎、研
究施設、庁舎又は事務所の新営又は改修電
気設備工事を施工した実績
・共同企業体の代表者以外の構成員となる者
の施工実績
鉄骨造又は鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造で地上２階建以上かつ延
床面積が、1100以上の病院、校舎、研
究施設、庁舎又は事務所の新営又は改修電
気設備工事を施工した実績

 共同企業体の構成員は、建設業法（昭和24
年法律第100号）上の建築工事業につき、許
可を有しての営業年数が５年以上であるこ
と。ただし、相当の施工実績を有し、確実か
つ円滑な共同施工が確保できると認められる
場合においては、許可を有しての営業年数が
５年未満であっても同等として取り扱うこと
ができるものとする。

 共同企業体の構成員の数は、２社又は３社
とする。
 共同企業体の結成方法は、自主結成とする
こと。
 共同企業体の構成員の最小出資比率は、均
等割の10分の６を下回らない範囲とするこ
と。
 共同企業体の代表者は、施工能力が最大で、
かつ、出資比率が構成員中最も高いものとす
ること。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
 一級電気工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者として国土交通大
臣が認定した者であること。
 平成22年度以降に、元請として完成・引
渡しが完了した次の基準を満たす新営又は
改修工事を施工した実績を有すること。（共
同企業体の構成員としての実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。）
・単体又は共同企業体の代表者の施工実績
鉄骨造又は鉄筋コンクリート造又は鉄骨
鉄筋コンクリート造で地上２階建以上か
つ延床面積が、1100以上の病院、校
舎、研究施設、庁舎又は事務所の新営又
は改修電気設備工事を施工した実績
・共同企業体の代表者以外の構成員の施工
実績
鉄骨造又は鉄筋コンクリート造又は鉄骨
鉄筋コンクリート造で地上２階建以上か
つ延床面積が、660以上の病院、校舎、
研究施設、庁舎又は事務所の新営又は改
修電気設備工事を施工した実績

 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証を有する者であること。
 共同企業体については、全ての構成員が
に定める国家資格を有する主任技術者又
は監理技術者を専任で配置できること。

 工事全般の施工計画が適正であること。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、国立大学法人高知大学建設工事
競争契約参加資格審査取扱要領（以下「参加
資格審査取扱要領」という。）に基づく指名停
止を受けていないこと。
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